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健康格差のヒューマンサイエンス 
 

はじめに 

「健康格差」の研究は、意義が大きなテーマであると考え、一連の「健康格差と健康の社会
的決定要因(social determinants of health, SDH)に関する学際的研究」に取り組んできた。
それは仮説を着想した臨床医時代から数えれば 30 年に及ぶ。発表してきた学会は、医学系
はもちろん、応用物理学など自然科学から、行動科学や心理学など人文科学、経済学から社
会政策学まで、実に学際的な研究であった。研究内容・成果の概要については、すでに著書 

1, 2, 3, 4, 5, 6, 7, 8, 9, 10, 11, 12) や論文 13) で紹介してきたので、本報告では、ヒューマンサイエンスと
しての健康格差研究について述べた後、早期警告から対策の社会実装までの７段階に沿っ
て研究プロセスを紹介する。 

 

１．ヒューマンサイエンスとしての健康格差研究 

学術には、「ある」論、「べき」論、「する」論がある。「ある」論とは、自然界や社会、人
間は「どのようにある（存在している）のか」という認識を深めようとする多くの実証研究、
狭い意味での科学はこれに当たる。それに対し、「べき」論は、人や社会、法、美はどうあ
るべきかなどと深め、価値判断をする倫理学や法学、美学などである。そして、「する」論
は、「べき」論で合意された価値判断に基づき、「ある」論で解明された実態やメカニズムな
どに関する知見を応用して、対策や実践を行う応用科学とか実践科学と呼ばれる分野であ
る。いずれも重要かつ必要な「問い」なので、これらの問いに答えようとする学術分野が確
立した。さらに、関心・対象や理論、方法などによって、専門分化して多くの学術分野・学
会が生まれてきた。 
中山人間科学振興財団のウェブサイトによれば、ヒューマンサイエンスとは「人間の営み

を、医学・生物学や情報科学を基盤として捉える学際的研究」とされ、「ある」「べき」「す
る」論など多面的な問いに対して答える科学的営みのことであろう。2023 年度中山賞大賞
の課題が「健康格差のヒューマンサイエンス」とされたように、健康格差は、まさに学際的
な研究を必要とした。 
 

発表してきた学術総会・集会・大会の学術分野（表 1） 

表 1は、シンポジウムや（特別・記念・基調・教育）講演などに呼んでいただいたり、演
題や論文を発表させていただいたりした学会のリストである。広い分野の学会から呼んで
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いただいたことで、多面的に思索・洞察する機会をいただいた。時には、呼んでいただいた
学会の学術分野の視点から追加分析を行ったこともある。UNICEFが 2000年に「社会のた
めの科学」が重要であるとし、取り組むべき具体的なテーマとして「健康の不平等」を掲げ
たくらいだから、このテーマの重要性はあきらかだろう。同時にそれは、学際的なヒューマ
ンサイエンスを必要とすることがわかる。 

 

２．研究に取り組んだ 2000 年代初頭の状況 

WHO 総会決議（2009）や「健康日本 21（第二次）」（厚生労働省、2013〜）が「健康格
差の縮小」を掲げるようになったのは、健康格差が国内外に「ある」こと、対策をとって縮
小す「べき」と合意されたからである。そして、縮小に向けた対策を「する」と決議され、
国内外でいろいろな取り組みが重ねされるようになった。今となっては、縮小に取り組むこ
とは、当たり前のことになっている。しかし、私がこのテーマの研究を始めた 25 年前（WHO
総会決議の 10 年前）の 1999 年には、これらは常識ではなかった。まだ日本には平等幻想
が残っていたので「健康格差は日本にもあるの？」「あっても小さいのでは？」にはじまり、
当時は小泉首相が「格差がない社会はない」と発言していたような状況であったので「格差
がないのは悪平等。努力しなくなって社会の効率が落ちるのを防ぐための必要悪だ。だから
対策をとるべきかどうかから論議が必要」等の意見は 2010 年代まで見られていた。対策を
とるとされた後も「どのような対策があるのか？」「効果はあるのか？」、効果があったとし
ても「実験的試みでなく全国に普及可能なのか？」などなど、合意どころか、対策を取るべ
きだと主張した私にもわからないことばかりだった。どれか 1つの「問い」に答えるだけで
も数年はかかり、「ある」「べき」「する」論のすべてにわたる研究と議論が必要であった。 
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３．研究テーマを定めるまでの経過 

研究には、直感も重要である。「健康格差がある」という実態報告など記述的な研究です
ら、既存データを二次集計している中で偶然見つけたわけではない。私の場合、「低所得な
ど社会的に不利な立場に置かれた人達の健康状態が悪いのは、過去の話ではなく、豊かにな
った今の日本にもあるのではないか？」という臨床医としての現場で得た直感にもとづく
仮説があった。しかし、その検証は、一民間病院の偏りがある患者データや、所得データと
健康データが別々のデータベースに収められていたのでは検証できない。ある地域の全体
像を反映する地域代表サンプルで、所得と健康データを結合したデータベースが必要だ。そ
う考えた私は、ある自治体にデータ提供をお願いし、幸いにも市内の全高齢者の所得データ
と要介護認定データの提供を受けて結合することができた。それを分析して見ると、「最高
所得層に比べ、最低所得層で、要介護認定を受ける割合が 5 倍も多い」という結果が出て驚
いた。 
 自分ではとても大事なテーマで、驚くべき結果だと思い、その 2019 年に学会発表したも
のの、ほとんど反応がなかった。それでも重要なテーマだと信じて論文に書き残して、英国
にむかった。私が、健康格差やそれを生み出す健康の社会的決定要因（social determinants 
of health, SDH）を解明する疫学の一分野である社会疫学をライフテーマにしようと決意し
たのは英国University of Kent at Canterbury 留学中のことであった。英国では、ブレア政権
下で「健康の不平等」が政策課題となっており、ヨーク大学で開催された国際医療経済学会
に参加してみると、テーマの 1 つになっていた。やはり政策的にも学術的にも重要な課題
なのだと確信した。日本ではまだ平等幻想が残っていて、研究も少なく関心が高まっていな
いだけではないか。日本でも、この問題の重要性がやがて認識され、対策が取られる時が来
るはず、いや来るべきだ。その時に、社会が動き始めるきっかけとなる研究の一端を担いた
いと決意した。そして、初めての単著『「医療費抑制の時代」を越えて−イギリスの医療・
福祉改革』（医学書院，2004）の中で、英国や海外での動向や、実証データを紹介した。 
 

４．早期警告から対策の社会実装までの７段階 

疫学の役割の一つに「早期警告」がある。新型ウイルス感染症の大流行や水俣病などの公
害などによる大きな健康被害が危倶・予想される場合には、早期に警告を発し、社会として
注意し必要な対策を講じるように働きかけることである。健康被害の全容やメカニズムな
どの検証が進むまで待っていたら健康被害が大きくなって取り返しがつかなくなるからだ。
この第１段階の早期警告において、何らかの健康被害の「ある」論を巡って、多くの疑問・
批判・克服すべき課題があった。まず「測定誤差ではないのか？」「たまたまの特殊な結果



 4 

ではないのか（再現性はあるのか）？」に始まり、「第３の要因による（交絡など）見かけ
上の関連ではないのか？」など、「見かけ上の関連に過ぎないのでは？」などである。「ある」
ことが認められても、第２の「べき」論が待ち受けていた。さらに研究をしたり、対策をす
べきほど重要な問題なのか、「格差がない社会はない」のだから「当たり前」とされたり、
「格差は必要悪」となれば、研究の意義や対策の必要性は小さい。だから「べき」論を巡る
論議も重要である。やがて「対策すべき」と合意できると、ではどんな対策をするのかとい
う「する」論を巡る論議が浮上する。闇雲にやっても有効な手立ては見いだせないので、健
康格差が生成される第３の課題として「メカニズムの解明」が必要である．生成メカニズム
には多くの要因が関わっており、例えば日照時間や積雪などの気候条件のように政策で介
入できない要因もある。「する」論に向けてはメカニズムの中でも「介入可能なエントリー
ポイント」の解明が第４の課題となる。第５の課題として、見出したエントリーポイントに
介入して健康水準を底上げして健康格差の縮小を目指すために、何を「する」のか？いわば、
「健康格差社会への処方箋」 6) についての研究が必要である。第 6 に、期待される対策を
打ってみて実施可能性や効果、副菜用がないかなどの「プログラムレベルでの効果検証」が
まず必要となる。第 7の課題は、「社会実装」である。そこでは、実験的なプログラムに終
わらせず全国に普及できるか、それによって自治体や国レベルで健康格差の縮小が確認で
きるかが問われる。 
これらの多くのリサーチ・クエスチョン（研究上の問い）に答えることは、ある地域にお

ける調査データを収集するだけではできない。多地域や異時点における一般化可能性や再
現性を確認し、因果関係に迫るためには、多地域における縦断追跡研究や、介入研究、介入
していない群のデータも収集する大規模で、繰り返し実施され、個人を追跡可能なデータ構
築が必要である。1999 年の 2 市町村ではじめた AGES（Aichi Gerontological Evaluation 
Study，愛知老年学的評価研究）プロジェクトが、これらの条件を満たすまでに発展したの
が、日本老年学的評価研究（Japan Gerontological Evaluation Study，JAGES、図 1）である。 
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2022年には、全国 75 市町村と共同研究協定を締結し、回答した高齢者が 22 万人を超え

る規模にまで発展した。このデータを使って書かれた論文は、2024 年６月時点で、和文 447
編、英文で 400 編以上に上る。JAGES の展開方法・過程については、WHO から出版した
モノグラフ 7) にまとめてあるので参照されたい。 

１）早期警告 

 まず健康格差があることを、多くの市町村データ、多くの健康指標、多時点データで、一
般化可能性、再現性を疫学調査の手法を用いて確認した。それが、不健康であるがために低
学歴や貧困をはじめとする健康の社会的決定要因がもたらされたという逆の因果関係や第
3 の因子である交絡要因などによる「見かけ上」の関連ではないことも、多くの研究で検証
を重ねてきた。そして、海外で蓄積されていた、健康の不平等や社会疫学に関する文献を下
に、理論仮説や実証データ、政策動向や今後の研究課題などを 2005年に出版した『健康格
差社会-何が心と健康を蝕むのか』 1) にまとめ出版した。 
 

２）「べき」論 

 英国をはじめ欧米諸国の動きを見て、日本社会も早く対策すべきだと思った。その状況
を作り出すためには、英語での原著論文や書籍よりも、日本語で読める論文や書籍を優先す
べだと考えた。また「べき」論は、多面的な視点からの議論が必要である。例えば、基本的
人権、正義論、実験経済学、経済格差と経済成長なども論じるには、数ページの雑誌論文に
は収められないと考え、数冊の書籍で述べてきた。 
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そこで、その後も『検証「健康格差社会」−介護予防に向けた社会疫学的大規模調査』 2) 

『「健康格差社会」を生き抜く』 3) 『健康の社会的決定要因−疾患・状態別「健康格差」レ
ビュー』 5) 『「医療クライシス」を超えて−イギリスと日本の医療・介護のゆくえ』 11) 『健
康格差社会への処方箋』 6) 『長生きできる町』 12) 『健康格差社会-何が心と健康を蝕むのか』
（第 2 版） 9) などにまとめ出版してきた。 

３）メカニズムの解明 

 まずは想定される理論仮説群からなるロジックモデル（図 2）を、2005 年に出版した『健
康格差社会』の中で発表した。その後、８00 編を超える論文で、提示したロジックモデル
を一つずつ検証してきた。その過程では、医学のみならず社会関係学、老年社会科学、スト
レス学、うつ病学、保健医療行動科学、心理学などの知見や発表の場が有用であった。 

 

４）介入可能なエントリーポイント 

 健康格差の生成メカニズムの中で、介入可能性があり、政策にもなりうると着想したのが、
ソーシャル・キャピタルであった。それまでの自らの経験から、直感的に、ソーシャル・キ
ャピタルが健康に寄与しうると思ったからである。政治学、社会学、社会関係学、社会福祉
学、国際開発学の文献などから多くの示唆を得た。ソーシャル・キャピタルには多くの批判
が寄せられた。それらに答えようと、多くの論文やそれらをまとめた書籍 14) を書き、編集
した。そして、介入可能性を実証するために、実際に、武豊町で介入研究を行った 10) 。人
口 5万人に満たない小さな町だからできたのではないかという疑問に答えるため、その後、
神戸市や名古屋市、松戸市でも介入研究を行って、都市部においても、社会参加しやすい、
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ソーシャル・キャピタルを豊かにするまちづくりは可能であることの実証を重ねてきた。 

５）健康格差社会への処方箋 

 健康格差は社会に深く根ざした健康の社会的決定要因によって生じるので、ミクロ（臨
床）、メゾ（地域・職域など）、マクロ（国・国際機関）など、重層的な対策が必要である。
そして、出生時や子ども期の生育環境が成人・高齢期に及ぶことがわかってきたので、ライ
フコースを踏まえた取り組みが必要である。これらを論じるには、やはり書籍が必要だと考
え、行動（実験）経済学、社会政策学などの知見も学んで『健康格差社会への処方箋』 6) に
まとめた。 

６）プログラムレベルでの効果検証 

 ソーシャル・キャピタル論や社会予防医学などを踏まえた社会参加しやすいまちづくり
の取り組みによって、健康保護効果かあるのか。特に主観的な健康指標でなく、要介護認定
などの客観的な指標で、統計学的にも有意な効果を検証するには、5 年以上の長期観察が必
要であった。また、参加群は非参加群よりも社会参加が好きな外交的な人が多く、その人た
ちが持つ、社会参加以外の要因が健康に寄与しているだけではないかというもっとも批判
が予想された。それに答えるため、計量経済学的な手法で、擬似的な無作為化対照比較研究
と見なされている操作変数法を用いても効果が実証できた 9, 15) 。 

７）社会実装 

 いくつかのまちにおけるプログラムで効果があったとして、それを全国に普及すること
は簡単ではない。幸い武豊町での取り組みは、平成 24（2012）年の厚生労働省の介護予防
マニュアルで紹介された他、2015 年以降は介護予防の二次予防事業が廃止されて、住民主
体の「通いの場」づくりという厚生労働省の一般介護予防事業として全国で展開された。厚
生労働省によれば、普及が始まっていた 2013 年から 2019 年までに、市町村が把握する参
加者は 84 万人から 237 万人へと約 150 万人増加し、全国のほとんどの市町村で取り組まれ
るに至っている。介護予防効果についても、一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会
（2019）で効果があるという報告が複数なされ、最近では国が予想した要介護認定率より
も 2％ポイント程度低い水準に抑制されている。 
 高齢者の介護予防だけでなく、全年齢層の健康指標である健康寿命の都道府県格差も、
2013年から 2013年の 10年間に、男性では統計学的にも有意に、健康格差が縮小したこと
が報告されている 16) 。 
 

まとめ 
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 健康格差への対策は、ライフテーマとして取り組むに値する意義も、乗り超えるべき課題
も大きなテーマであると確信したのは 40 歳を過ぎた頃であった。取りかかってみると、上
述したような多くの疑問や批判・課題に直面し、紹介した助走期間と７段階のプロセスを合
わせると 30 年以上の歳月と、学際的なヒューマンサイエンスの探究が必要であった。多く
の仲間と共に取り組んだ多くの研究成果をコンパクトにまとめた『健康格差社会』の第 2版 

9) （2022）は、初版 1) （2005）からの 17 年間の研究成果を踏まえて、他分野の研究者や初
学者、一般の方にも読んでいただけるようにまとめた。同書の初版は、社会政策学会賞（奨
励賞）、第 2版は日本社会関係学会賞特別賞を受賞している。ぜひお読みいただきたい。 
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